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本発表の内容 
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• 昨年6月の国内ワークショップでは、 
•Z650が実現見通しのある技術の組み合わせで成立すること 
•投資と燃料節減がバランスしていること 

 を示した。 

 
• 今回は下記の2点を中心に説明 
 
「エネルギービジョン」の明確化 
社会想定の提示 
Z650を実現するための技術構成を、需要を含め
て議論 
 

原子力の影響評価 
原子力をフェーズアウトさせた場合の影響を分析 
  

はじめに 
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GRAPE（Global Relationship Assessment to Protect Environment） 

１．計算の基本的な考え方 

エネルギーシステム最適化モデル 

人口・GDP 

社会想定 

最終需要 

最適化： 
エネルギーコスト最小 

• CO2制約 

• 資源ポテン
シャル・単価 

• 輸送・配送コス
ト 

• プラント設備費 

       など 
供給・転換構造 

地域ごと※CO2削減目標 

など 

シナリオ 

入力 

入力 

出力 

※世界を15地域
に分割して計算 
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２． 社会・需要の想定 

 人口は国連の中位推計程度（2050年90億人） 

 世界全体が協調 

 先進国は着実に成長 

  （成長率は2010年頃は約2%/年、その後漸減し、2100年では約1.3%/年） 

 途上国は急速にキャッチアップ 

  （2010年頃は約5%/年程度、2050年で約2.5%、2100年では約2%） 

（１）社会・経済想定 
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一人あたりGDPの上昇とともに、エネルギー消費量も増加 

一人あたりGDPの増加とともに、エネルギー効率も上昇 

寒冷地はエネルギー消費が相対的に大きい 

（２）エネルギー消費の設定 
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先進国は各部門ともほぼ横ばい： 

   GDPは増加 

   効率向上、人口減 

途上国の需要は各部門とも単調増加： 

   2050年には2000年の需要の約３倍 

（３）最終需要の想定 

先進国 途上国 
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（４）他のモデルとの比較 
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GRAPEの総需要は中庸な設定である 
  

ETP2012 ６DS 

・A1~B2：IPCCが2000年に発行した、SRES(Special Report on Emission Scenario)のシナリ
オ。グローバルor地域重視、経済重視or環境重視の組み合わせで4シナリオを提示 

 

 ・ETP2012 ６DS： IEAのEnergy Technology Perspective2012における、なりゆきシナリオ。
この他に、よりCO2を削減する4DS、2DSシナリオがある。 

SRES 
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 化石中心のエネルギー構成 

今世紀は十分供給可能。ただし、2150年で総資源量の5～7割を消費 

需給バランスの変化に関わる価格変動は考慮していない。 

 CO2排出 

2050年54Gt（1990年の約2.5倍）。 

３．BAUのエネルギー構成 
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CO2制約を実現するためには、下記の３点が重要 
① 消費エネルギーそのものの低減 
② 非化石エネルギー（原子力、再生可能）のシェア向上 
③ 二酸化炭素の回収・貯留 

9 

４．Z650のエネルギー構成  
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（１）基本的考え方 

 生産や消費者効用は保持しつつ、エネルギー効率を向上 

 機器の買い換え時に、高効率の機器が着実に普及。半強
制的な措置・社会構造の変革は想定しない。 

（２）想定技術 

 産業 

高効率プロセス（鉄鋼、化学、セメントなど） 

 民生 

トップランナー家電、住宅断熱、LED照明、 

BEMS、HEMS など 

 運輸。 

 燃費向上、ハイブリッド など。 

４．１ 省エネルギーシナリオ 
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（２）省エネ率とその位置づけ 

 途上国は、新規導入機器が中心になる分、省エネ率が高い。 

先進国：約6％、途上国：約１４％ ＠2050年 

 世界の省エネはWEOのNew Policyシナリオ（現在予定されている政策・計
画（未実施を含む）が着実に履行されることを想定）と同程度 

 日本の省エネは、中環審の低位シナリオと同程度。すなわち、現行ですで
に取り組まれ、あるいは想定されている対策・施策を継続 
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４．２ 供給側の低炭素技術（CCSを含む）  

（１）電力 

 原子力 

 風力・太陽光 

 火力＋CCS 

（２）運輸 

 プラグインハイブリッド、電気自動車 

 バイオ燃料 

（３）定置＝産業・民生の熱源 

 燃料シフト（天然ガスの利用） 

 バイオマス 

 水素利用 

 産業CCS 

供給側の主要な技術は下記の通り 

これらのうち、割安なもの（コスト増加に対するCO2削減量が
大きいもの）から導入が進む 



４．３ CO2対策技術概観 

2000 2025 2050 2075 

（１） 
電力 

（２） 
運輸 

（３） 
定置 

風力・原子力大幅増※ 

ほぼ全ての新設火力にCCS 

太陽光増加 

石油・石炭から天然ガスへのシフト 

トラック等バイオ燃料に置換 

軽水炉→FBR 

FC利用 

水素・HP給湯 

産業CCS 

EV・PHEV急上昇 ~100％@2100 

CCS貯留
の限界 

※途上国の電
力需要急増 

BAUでは石炭
急増 

シェア
上限 

ウラン資源制約 

13 図中の曲線はCO2削減率（Z650の排出/BAUの排出）のイメージ 



１）風力と原子力の急増 
2050年までの平均増加量 

 原子力：36GW/年(稼働率85％） 
 風力：90GW/年(稼働率25%）   

 これらは原子力の導入期の50GW/年(1980年代前半）、最近の風力の
導入速度40GW/年と比べ、桁違いに大きい値ではない。 

２）CCSの実用化 

 欧米でそれぞれ10程度の実証プロジェクトが進行中（2011.7現在） 

 CCSプラントの発電コストはもとのプラントの4割～5割増しとされており、炭
素価格の状況によっては十分な競争力をもち得る 

 欧米のロードマップでは、2015年頃に回収の商用化、貯留の実規模試験を
想定（2011.7現在） 

３）バイオ燃料 

 残渣とエネルギー作物だけでもポテンシャルは十分 

 トラックや航空は電気への移行は困難であり、バイオ燃料によるCO2削減
に期待。 

４．４ 主要技術の評価 

14 
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５．原子力の導入が進展しない場合の影響評価 

 福島第一原子力発電所の事故により、世界の原子力の導入
に何らかの影響が生じる可能性がある。 

 

 ケーススタディ※として、原子力フェーズアウトケース（2010年
以降世界全体で新設無し、既設炉５０寿命について検討 

 同様に高速増殖炉（FBR）の導入が全く進まない場合について
も評価。 

 

※震災後の各国の反応を見ると、世界の原子力計画にはそれほ
ど大きな変動はないようではあるが、極端ケースとして検討を進
めることとした。 
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2050年 
Z650シナリオ 

５．１ 原子力発電量の概況 

＜原子力制限なし＞ 

 2030年までの増設速度は
現状の新設計画と同等 

 2030年以降、原子力導入
速度が加速。 

 増設が大きいのは、主に
中、印、東南アジアなど 

＜原子力フェーズアウト＞ 

 既設炉の寿命は50年に設
定されており、原子力の発
電規模が顕著に下がるの
は2030年頃 

＜FBRなし＞ 

 2050年頃は約4割減 

 2080年以降急減 
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５．２ 発電構成への影響 

2050年前後：原子力の減少分は火力と再生可能（主に太陽
光）で代替 
2100年前後：再生可能や火力の伸びしろは小さい。 
        原子力の減少分は、主に燃料電池（FC)で代替 
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５．３ コスト評価 

GRAPEの設定では 原子力～CCS火力＜太陽光＜＜FC 

中期的(~2050年前後）： 

 主に太陽光の増加により約10%コスト増 

長期的（~2100年）： 

 FCの大規模利用による、コスト大幅増 
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５．４ 日本への影響 
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天然ガス火力の大幅増 

太陽光の導入時期が2050年に前倒し 

世界全体最適化の中で、日本の排出制限が若干緩和 

コスト影響は限定的であるが、天然ガス消費増や、電源多様性
低下に伴うリスクは増加 
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BAUシナリオは、途上国の急速な成長を化石燃料を中心に
実現すること想定している。エネルギー消費量は中庸。 

Z650を実現するための当面の主要課題は、途上国の急増す
る需要への対応 

高性能機器の普及 

風力、原子力の急増 

2030年以降に新設するほとんど全ての火力にCCSを設置す
ることを想定。早期実用化に向けた研究開発が必要。 

原子力をフェーズアウトさせると、2050年では10%程度の電力
コスト増となる。ただし、化石燃料の高騰、CCSや太陽光の技
術開発の停滞があれば、影響は大幅に増加。 

長期的にCO2削減を行うためには、原子力は重要なオプショ
ン。原子力フェーズアウト、高速増殖炉なしシナリオとも、大
幅なコスト増につながる。 

まとめ 



ご静聴ありがとうございました 
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計算結果詳細 
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CO2制約を実現するためには、下記の2点が重要 
  消費エネルギーそのものの低減 
  非化石エネルギー（原子力、再生可能）のシェア向上 
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PV 

Wind 

Hydro 

biomass 

２．Z650を実現するための技術構成  

2030年 2050年 2100年 

再生可能 20% 35% 55% 

原子力 10% 15% 15% 

化石燃料 70% 50% 30% 



（１）電力は２０５０年ころにゼロエミッションを達成。これを保持 

（２）運輸は2080年頃にゼロエミッション達成 

（３）定置（＝産業・民生の熱源）のCO2低減が最も困難 

２．１ 部門毎のCO2対策とその時期 

Z650の排出量/BAUの排出量 Z650部門毎排出量Gt-CO2 24 
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（２）電力の中短期対策 
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 BAUでは火力が急増（主に途上国の石炭火力増） 
 Z650では火力は2010年以降ほとんど横ばい 

 代替は主に原子力と風力と電力消費低減 

 2030年以降はCCS火力が急増、通常の火力は急減 

世界の発電電力量（TWh) 世界の発電電力量（TWh) 
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ゼロエミッションの持続は簡単ではない。 
 電力需要はさらに伸びる 

 CCSは持続的ではないため、火力の寄与は減少傾向 

 原子力高成長シナリオでは、今世紀中にウラン資源制約が顕在化 

GRAPEは、下記によりゼロエミッションを保持（注） 
 高速増殖炉技術によりウラン資源問題を解決。 

 太陽光・風力のシェア上限は保持。余剰電力を水素化して蓄積 

（３）電力長期対策(～2100年） 

注 長期対策としては下記
のような選択肢もありえる
が、GRAPEでは考慮されて
いない 

• 海水ウラン等の資源開
発 

• 大規模蓄電とスマート
ネットワーク 

• 炭素貯留技術 
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 乗用車については、プラグインハイブリッドが2050年、電気
自動車が2060年ころから急速に普及 

 トラック・航空については、2020年ころからバイオ燃料が普及 

（２）運輸 
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 2070年ころまでは、天然ガスへのシフトと、バイオマスの増
加が緩やかに進む程度 

 2080年以降、水素利用とヒートポンプ利用（HP省エネ）が急
速に進展。 

（３）定置の長期対応 
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途上国の発電概況(2030年ころ） 

BAU Z650 

BAU：石炭火力及び原子力の着実な増加 
Z650:15%程度の節電 
   原子力の導入加速、風力の大規模導入、 
   石炭の伸び鈍化、石炭のうち3割程度はIGCC 
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2030年途上国の分析 
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 省エネの寄与が最も大きい 
 次いで、風力と原子力 

 バイオは微増、水力は変化
無し 

 太陽光は2030年ではほとん
ど普及しない。 
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先進国の発電概況(2030年ころ） 

BAU Z650 

BAU：エネルギー構成をほぼ保持しつつ緩やかに増加 
Z650:5%程度の節電 
   石炭の伸びがやや鈍化、IGCC+CCS導入開始 
   風力の導入が加速 
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計算コード 
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エネルギー

気候変動

環境影響 土地利用

マクロ経済

CO2,C
H4,N

2O

(化
石
燃
料

)

エネルギーコスト

エネルギー需要

バ
イ
オ
マ
ス

エ
ネ
ル
ギ
ー

大
気
温
度

土
地
利
用
関
連
コ
ス
トC

O
2(森
林
面
積
変
化

)

メタン
（家
畜
、水
田
）

亜
酸
化
窒
素
（肥
料
）

メタン、亜酸化
窒素

フッ化ガス

環
境
ダ
メー
ジ

コ
ス
ト

GRAPE（Global Relationship Assessment to Protect Environment） 

１．計算の基本的な考え方 

 GRAPEとは気候変動、エネルギー、マクロ経済、土地利用、環境影響
をリンクした統合評価モデル 

 Cool Earthの検討や、IPCCに利用された実績あり 

 本検討ではエネルギーモジュールのみを利用 

１．1 計算コード 
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3.4 最終需要シナリオの考え方 

※ LDV:Light Duty Vehicle 

 人口は所与 

 グローバル化により世界各地域の一人あたりGDP格差は縮小、一人
あたりGDPは徐々に収束すると想定（所与） 

 一人あたりエネルギー（またはエネルギーサービス）需要は一人あたり
GDPの関数として与える。運輸の乗用車以外（トラック、バス、航空機、
船舶、電車；非LDV）エネルギー需要は所与 



エネルギー需給フロー 
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3.2 エネルギー起源CO2の削減 

Cool Earth エネルギー革新技術計画 

 

革新技術大幅導入なしで 
世界CO2半減は達成不可 

  



産業省エネバックデータ 
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39 セメント協会ホームページより 
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日本鉄鋼連盟HPより 
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日本製紙連合会HPより 
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キャッチアップの実態 
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今世紀末、一人あたりGDPはまた4倍程度の開きがある 
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他のモデルとの比較 
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CO2制限がなければ化石燃料中心の社会が続く 

エネルギー構成はIEAの報告（World Energy Outlook 
2011(Current policy scenario), Energy Technology 
Perspectives2012(6DS))と同等。 

２．３ BAUの一次エネルギー構成 
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CO2排出 
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本計算においては、世界協調してCO2削減に取り組むことを想
定し、削減目標は内生的に算出される。 
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Industrialized countries peak out in 2010, and reduce their 

emissions by 50% in 2050 compared to the 2005 levels. 

Developing countries peak out in 2030, and their emissions 

increase by 10% in 2050 compared to the 2005 levels. 

３． CO2排出の地域分担 
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Region 

CO2 Emissions  

2030 2050 

Ratio to 1990 
levels 

Ratio to 2005 
levels 

Ratio to 
1990 levels 

Ratio to 2005 
levels 

World 1.60 1.20 1.00 0.75 

  Industrialized   
  countries 

1.05 0.95 0.53 0.48 

          USA 1.16 0.96 0.57 0.47 

          EU15 0.89 0.86 0.46 0.45 

          Japan 0.93 0.79 0.55 0.47 

  Developing  
  countries 

2.82 1.54 2.05 1.12 

          China 2.77 1.48 1.53 0.82 

          India 3.42 1.91 2.83 1.57 

          ASEAN 3.74 1.64 3.41 1.50 

代表的な地域のCO2排出  



感度解析 
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５．２ 発電コストと技術選択（例示） 

64 

コスト以外の制約要因により導入が制限される場合がある 
 水力は低単価である地域もあるが、環境要因を考慮した伸び率制約を仮定している

ため、導入はそれほど進まない。 

 2030年頃の風力コストはまだ高いが、CO2削減のため導入。 

 2060年以降、かなり割高である太陽光が大量に導入。 

 FBR発電も高価であるが、2050年以降導入。 

 

※なお、上記はいずれもCO2ネット排出０であり削減効果は同等である。 

 

 

太陽 

水力 

石炭 

軽水炉 

風力、ガ
ス、FBR 



５．３ 感度解析と結果の分析 

65 

• 感度解析の内容 

– 再生可能上限増（シェア上限30%→50%) 

– バイオポテンシャル増(4GTOE→9GTOE) 

– CCSポテンシャル増(409Gt-C→818Gt-C) 

• 結果と解釈 

– 標準ケースでは、CO2累積貯留量がポテンシャル上限に達している
ため、若干のコスト高であれば、太陽光、風力、原子力の方が、火
力＋CCSより優先される。 

– 上記感度解析は、いずれもCO2貯留ポテンシャルに対して、相対的
に発生量を小さくするものであり、いずれのケースにおいても2050

年前後の火力発電（CCSつき）が増加した。 

– 再生可能（太陽光、風力）の導入開始時期は、コスト低下と上記全
体バランスに強く依存する。 

– 価格がある程度以下になれば、導入ポテンシャル(シェア上限を含
む）の設定値を上限として急速に導入が進む。 

 



５．４ 感度解析に関するまとめ 

• Z650ケースを中心にした感度解析から、CO2制約のもとでは、
以下の技術オプションの組み合わせが重要であることがわかっ
た。 

– 再生可能エネルギー導入の促進 

– 社会合意のもとでの軽水炉導入促進と、適切なタイミングでの
FBRサイクル確立 

– 天然ガスの導入促進 

– CO2貯留ポテンシャルの評価と量的確保 

• 計算結果に影響を与え得る下記パラメータについては、今後も慎
重に値を設定していく必要がある 

– CO2貯留のポテンシャル 

– 太陽光・風力のポテンシャル 

– バイオエネルギーポテンシャル。 

– 原子力の動向とFBRサイクル移行の方 
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追加投資 : 11 trillion $ 
原子力プラント 建設 
再生可能エネルギー設置 
CCS設備の付設        など 
 

燃料コスト低減 : 14 trillion $ 
火力プラントの寄与低下による燃料節減 

４.経済性評価(2050年までの累積コスト） 

投資と燃料削減は概ねバランスしている。 
 
Z650は2050年までは経済的にも有望。 
 
(詳細は経済モデル分析にて) 
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２．CO2排出のオーバーシュートシナリオ 

2.1 CO2制限シナリオの概況： 

IPCC報告より 

① 気候変動に関する政府間パネル 
(Intergovernmental Panel on 
Climate Change；IPCC)の報告によ
ると、温室効果ガスによる温度上
昇を産業革命前の2℃程度以下に
するためには、大気中のCO2濃度
を450～550ppm程度に抑える必要
があり、そのためには2050年で
CO2を約半減にする必要がある。 

② IEA Energy Technology 
Perspectives(2010)においては、
世界のCO2排出量を2005年比で
半減し、今世紀末までの気温を2
～3度の上昇にとどめようとする
「ブルーマップシナリオ」が提示さ
れた。 
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T.Matsuno, K.Maruyama, J.Tsutsui ”Stabilization of the CO2 concentration via zero-emission in the next  
century- Possibility of new emission pathway to stable climate” 26 Nov.2009 #1 CIGS Symposium 

来世紀ゼロエミッションによるCO2濃度安定化－気候安定化への新しい排出シナリオの可能性-  
松野太郎 丸山康樹  筒井純  #1 Canon Institute for Global Studies Symposium      27 October 2009 

2.2 より現実的なシナリオ：Z650 
① 温度上昇は2100年で2℃以内とする。 

② 2030年あたりまでの排出増は許容。 

③ 21世紀後半から、より厳しいCO2制限を実施することで、
排出の積分量を450シナリオと等価にする。 



再生コスト 
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最終需要 
１ｋWh 

風力発電 
１ｋWh 

水素製造 
90% 

FC 
65% 

配送ロス10% 

風力発電
1.9ｋWh 

再生可能水素のイメージ 

 大規模な再生可能を水素によって蓄積する場合、発
電単価は数倍になる。 

 ただし、水素を介さない場合でも、大規模蓄電等 

  高コスト技術による対応は必要 



バイオマ
ス生産 

電力 

運輸 

バイオ発
電所 

エタノール
工場 

定置 

水素工場 

輸入 輸出 

運輸消費量 

発電消費量 

輸入 

輸出 

定置消費量 

運輸消費量/0.75 

水素用消費量 

GRAPEにおけるバイオマスフロー概要 
太線：固体バイオマス 
細線：バイオ燃料 
点線：電力 

2011.6.3 都筑 
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主要な計算ケースにおけるバイオマスバランス 
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 バイオマスは定置の熱需要
に優先的に投入される。 

 2100年になると、燃料製造

（＝運輸用バイオエタノール）
の比率があがる。 

 新型燃料丸太を加えた場合
には、依然として定置用が主
であるが、燃料製造や電力
にも利用されるようになる。 
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る太陽光コスト（７．７
～８５．４￠／ＫＷｈ） 

ＧＲＡＰＥ設定 
・太陽光は、WEC2007から日射量グ

レードを読み取り、地域の代表値を設
定後、発電コストは日射量に反比例
すると仮定して日本の発電コストに対
する比率を設定して、地域別2000年コ
ストを算出。2000年の日本の発電コス
トは、現状の値46円/kWhを2000年基
準ドル換算した47.02￠/kWhに、さら
に蓄電池分18￠/kWhを上乗せした。 
ＩＰＣＣ ＳＲＲＥＮ報告 
・2005年ＵＳcent 
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ＧＲＡＰＥ設定 
・太陽光はNEDO報告[平成

１５年下期／２０１３年以降
の温暖化方策に関する調査
研究平成１６年３月]の太陽

光発電ポテンシャルの
Grade1からGrade3の合計 
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ＧＲＡＰＥ設定 

・２０００年を基準として、年率１％
でコストが減少すると仮定。但し、
２０３０年以降蓄電池分を１／２、２
０４０年、２０５０年は蓄電池分を１ 

追加。それ以降は一定としてい
る。 
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GRAPE設定 
・陸上風力：NEDO報告の風力発電
ポテンシャルのGrade1からGrade3

の合計。但し、日本の陸上風力の
従来のGRAPEの値34.1TWh/yearを

使用。また、インドの陸上風力は、
Grade3でのポテンシャル3TWhは、
2010年の固定値3.2TWhを下回る
ので、Grade4までとした。 
・洋上風力：CIA The World 
Factbook 2006[15]の海岸線の長さ

の対日本比率と、日本の洋上風力
402.7TWh/yearから設定した 洋上

風力ポテンシャルに対して、海岸近
くの電力グリットの発達度合いを先
進地域0.7、途上地域0.5としてポテ
ンシャルを設定。 
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ＧＲＡＰＥ設定風力ポテンシャルについて 

 ＧＲＡＰＥでは発電シェア上限を設定している。風力の発電シェ
ア上限を２０３０年以前１５％、２０４０年２０％、２０５０年以降２
５％としている。但し、Ｚ６５０ ２１００年で１４０００ＴＷｈ／ｈ導
入されている。 
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ｈ）。   地熱コスト （３．１～１
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水力 

ＧＲＡＰＥ予測 
・水力はポテンシャルのグレード 
に応じたコスト。 
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GRAPE設定 
・水力地熱：WEC 2007[12] Table 7-
1 Hydropower: Technically 
exploitable capabilityを集約 
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